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研究成果の概要（和文）：わが国における医薬品の事業分野と独占禁止法（競争法）および競争政策との係わり
について包括的な検討を加えた根岸哲・和久井理子・鞠山尚子編著『Competition Law and Policy in the 
Japanese Pharmaceutical Sector』をSpringer社から刊行した。　　　　　　　　　
GAFAを代表とする巨大プラットフォームの独占化・寡占化と競争法・競争政策との関係について、日本・米国・
欧州連合の比較法的観点から包括的に検討を加える国際・国内シンポジウムおよび研究会等を頻繁に開催すると
ともに、英文を含む多数の研究論文等（５を参照）の公表を行った。

研究成果の概要（英文）： Akira Negishi・Masako Wakui・Naoko Mariyama Eds., “Competition Law and 
Policy in the Japanese Pharmaceutical Sector”comprehensively examining relationship between the 
pharmaceutical sector and competition law and policy in Japan was published by Springer.
Many international/domestic symposiums and work・shops were held and many research papers including 
English were published concerning comprehensive examination on comparative competition law and 
policy perspective of Japan, United States and European Union toward monopolistic and oligopolistic 
behaviors by big platforms(GAFA).

研究分野： 研究代表者の専門分野は、経済法であり、その中核は、独占禁止法（競争法）と競争政策である。
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 『Competition Law and Policy in the Japanese Pharmaceutical Sector』の刊行は、日本における医薬品の
事業と競争との係わりを包括的かつ専門的に検討を加えた初めての研究成果であり、学術的にも社会的にもその
意義は大きい。また、巨大プラットフォームの独占化・寡占化に対する対応は、競争法と競争政策に係る最重要
課題であり、開催したシンポジウム、研究会等での検討結果および研究成果として公表した諸論文は、その最重
要課題に係る先端的な内容を提示するものであり、その学術的および社会的な意義は極めて大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１ 研究開始当初の背景 

 （１）近年、急速に台頭してきたいわゆる GAFA(Google, Amazon, Facebook, Apple)を代表と

する巨大プラットフォームが、ビッグデータ（収集した膨大な個人情報）を活用して多くの市

場で活動を展開し、独占化・寡占化を進行させる中で、社会的に大きな影響を及ぼし始めてい

た。プラットフォームの特性としての、(i)二面市場ないし多面市場、(ii)無料市場、(iii)直接ネ

ットワーク効果と間接ネットワーク効果、(iv)規模の経済性と範囲の経済性が大きいこと等が、

勝者総取り（winner  takes all）の結果を招来する、といわれた。このため、世界の各地域・国

の競争当局が競争法および競争政策上大きな懸念をもち、詳細な調査を実施するとともに、巨

大プラットフォームの行動に対し一定の規制を試みようとしていた。わが国でも、内閣官房、

独占禁止法の執行機関である公正取引委員会、経済産業省、総務省を含め、政府をあげて対応

策の検討を進めようとしようとしていた。 

 （２）また、近年、先発医薬品メーカーが、後発医薬品メーカーとの競争を避けようとする

様々な戦略を実施し、これらが、米国、欧州連合等において競争政策上の重要な問題となって

いた。既存の先発医薬品メーカーが参入を試みる後発医薬品メーカーに金銭を支払うことで参

入を遅延させるリバースペイメント（reverse payment）や、既存の先発医薬品メーカーが自己の

特許権消滅前に、従来の先発医薬品に若干の変更を加えたものを販売して、顧客をそれにシフ

トさせることにより後発医薬品メーカーを排除するプロダクトホッピング（product hopping）等

の参入戦略が採用されていた。しかしながら、わが国では、このような問題の重要性が乏しい

といわれてきた。その背景には、わが国では、国民皆保険制度の下で、厚生労働省が、薬価規

制を背景として、医薬品の安定供給を確保するべく、先発医薬品メーカーと後発医薬品メーカ

ーとの間の特許等の紛争を行政指導により解決させてきたが、このような仕組み自体に対する

批判も強まっていた。 

 

２ 研究の目的 

 （１）本研究は、まず、プラットフォームにより提起される競争上の問題に取り組み、欧州

連合、米国等海外における調査研究、諸事件等を踏まえつつ、わが国の独占禁止法（競争法）

ならびに競争政策における判断基準を明らかにすることを目的とした。第１に、プラットフォ

ームにおいて競争法ならびに競争政策上、新たに出現している諸問題について検討し、プラッ

トフォームに特有な競争上の問題や双方向市場の問題を検討することとした。第２に、プラッ

トフォームが用いる単独行為としての、バンドル・デｲスカウント、バンドリング、排他的取引、

MFN（最恵国待遇）条項等を分析することとした。第３に、それらの研究を通じて、プラット

フォームにおける新たな競争法ならびに競争政策上の判断基準の一般理論の構築を試みようと

した。 

 （２）また、本研究の医薬品パートでは、リバースペイメント問題、プロダクトホッピング

問題等を分析するとともに、これらの問題が医薬品開発のイノベーションに及ぼす影響につい

て検討することを目的とした。その際には、わが国が国民皆保険制度を採用し、医薬品事業が

厚生労働省による包括的な規制の下にあることを踏まえつつ、独占禁止法、知的財産法、医事

法、経済学等からのインターデｲスプリーナリーな理論的研究および比較法的研究を行った。       



 

 

３ 研究の方法 

 （１）上記研究の目的を踏まえ、本研究の前半期には、数回の海外調査を実施し、OECD、欧

州連合、イギリス、ドイツ、フランス、米国、オーストラリア等において公表され又は公表が

予定される調査研究報告書、諸事件等につき、現地でのヒアリング、研究会への参加等を通じ

て検討・研究を深めた。 

 （２）本研究の医薬品パートでは、独占禁止法（競争法）、知的財産法、医事法、経済学等

の内外の研究者および海外医薬品企業在職者等を含めた公開、非公開を含めた多くの研究会を

開催し、調査・研究を実施した。 

 （３）本研究のプラットフォームパートでは、独占禁止法（競争法）、知的財産法、経済学

等の内外の研究者および政策担当者等が参加する公開のオンラインによるものを含む多くのシ

ンポジウム、研究会等を通じて、比較法的検討を行うとともに、わが国における対応のあり方

につき一定の提言を行うことに努めた。本研究の数名のメンバー（泉水文雄、川濱昇、和久井

理子、武田邦宣、善如悠介等）が、わが国おけるプラットフォームに対する対応策を検討する

内閣官房、公正取引委員会、経済産業省、総務省等の政府諸機関の検討会議、研究会等に参画

していることから、これらのメンバーと他の研究メンバーとの研究会、検討会等を通じた相互

の議論を行うフィードバックに基づき検討・研究を深めた。 

                            

４ 研究成果 

 （１）本研究の医薬品パートでは、わが国における医薬品の事業分野と独占禁止法（競争法）

および競争政策との係わりについて包括的な検討を加えた根岸哲・和久井理子・鞠山尚子編著

『Competition Law and Policy in the Japanese Pharmaceutical Sector』を Springer 社から刊行した。本

書は、わが国における医薬品の事業分野と独占禁止法および競争政策との係わりについて包括

的な検討を加えた国内的も国際的にも初めてのものであり、その学術的意義と社会的意義は大

きいものがある。        

  （２）本研究のプラットフォームパートでは、GAFA を代表とする巨大プラットフォームの

独占化・寡占化と競争との関係について、日・米・欧の比較法的観点から包括的に検討を加え

る多くのシンポジウム、研究会等を開催するとともに、特に以下に掲げる多くの学術的意義の

高い研究論文を公表した。また、本研究の数名の研究メンバーが、内閣官房のデジタル市場競

争会議・同ワーキンググループ、公正取引委員会のデジタル市場における競争政策に関する研

究会、経済産業省のデジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合及

びプラットフォームエコノミクス研究会、公正取引委員会・経済産業省・総務省のデジタル・

プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会等に参画し、プラットフォームと競争

および取引の透明性・公正性に係る政策提言に重要な役割を果たしてきたのであり、その社会

的意義は極めて大きいものがある。 
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